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	 親族相盗例と内縁関係	 
最高裁平成 18 年 8 月 30 日第二小法廷決定（平成 18 年（あ）第 334 号，窃盗
被告事件）刑集 60 巻 6 号 479 頁，判例時報 1944 号 169 頁
【参照条文】刑法 244 条 1 項
〔事実〕
本事案の公訴事実は，被告人（犯行当時 60 余歳）が，平成 16 年 8 月下旬ころか
ら同年 12 月 7 日ころまでの約 4か月の間に，前後 7回にわたり，東京都世田谷区
の都営アパートのX子（当時 76 歳）方において，X子所有の現金合計 725 万円を
窃取したというものである。この窃盗の事実については，争いがない。
関係証拠によると，被告人と被害者X子は，昭和 43 年 12 月 2 日に婚姻したが，
昭和 53 年 12 月 9 日には協議離婚し，本件犯行当時婚姻関係になかった。被告人は，







第 1審（東京地裁）は，求刑 4年に対して，懲役 2年 6月を言い渡した。親族相
盗例の適用については，「刑法 244 条 1 項の『配偶者』とは民法上婚姻が有効に成
立している場合に限られ，いわゆる内縁関係ないし準婚関係を含まないものと解す
べきあり，仮に弁護人が主張するように本件犯行当時被告人と被害者が内縁関係に











これに対して，弁護人の上告趣意では，刑法 244 条 1 項の「配偶者」には内縁関
係ないし準婚関係を含むとするのが正しい解釈であり，万が一含まないとしても刑





































































































がら，刑法 244 条 1 項が刑の免除を必要的なものとしている以上，いずれの見解に
あっても一律的な取扱をせざるをえない。親族相盗例の上述した問題点を抜本的に

















































































（1）	 本決定に関する評釈としては，次のものがある。林幹人「刑法 244 条 1 項（親族相盗例）
の適用を否定した事例」平成 18 年度重要判例解説 167 頁，内海朋子「親族相盗例と内
縁関係」刑事法ジャーナル 7号 73 頁など。
	 　なお，「配偶者」に内縁関係にある者を含まないとする見解は，すでに下級審判例に
おいては一致したものとなっていた。下級審判例としては，名古屋高判昭和 26 年 3 月
12 日高刑判決特報 27 号 54 頁，東京高判 26 年 10 月 5 日高刑判決特報 27 号 114 頁，東
京高判 60 年 9 月 30 日判例体系（第 2期版）刑法（9）7461 頁などが挙げられる。
（2）	 一身的刑罰阻却事由説を採るものとしては，団藤重光『刑法綱要各論』（3版，平成 2年）
582 頁，植松正『再訂刑法概論Ⅱ』（昭和 50 年）380 頁，大塚仁『刑法概説（各論）』（3
版増補版，平成 17 年）209 頁，福田平『全訂刑法各論』（3版，平成 8年）234 頁，大
谷實『刑法講義各論』（新版 2版，平成 19 年）212 頁，川端博『刑法各論講義』（初版，
平成 19 年）259 頁，前田雅英『刑法各論講義』（4版，平成 19 年）224 頁，斎藤信治『刑
法各論』（2版，平成 15 年）117 頁，佐久間修『刑法各論』（初版，平成 18 年）178 頁，
日髙『刑法各論講義ノート』（3版，平成 17 年）91 頁などがある。
（3）	 一身的刑罰阻却事由説では，内縁関係にある者を含まないと解するのが一般的だと言




（4）	 可罰的違法性阻却事由説を採るものとしては，宮本英脩『刑法大綱』（4版，昭和 10 年）
（『宮本英脩著作集第三巻』昭和 59 年）346 頁，佐伯千仞「一身的刑罰阻却事由」『刑法
における期待可能性の理論』（昭和 22 年，初版 5刷・昭和 45 年）439 頁，507 頁，中
山研一『口述刑法各論』（3版，昭和 62 年）223 頁，斉藤豊治「親族相盗例に関する考察」
『西原春夫先生古稀祝賀論文集第三巻』（平成 10 年）197 頁などが挙げられる。
（5）	 責任阻却説を採るものとしては，瀧川幸辰『刑法各論』（昭和 26 年）113 頁がある。なお，
最近では，責任阻却説を再構成した可罰的責任阻却説も提唱されている（松原芳博「親
族関係と財産犯」『刑法基本講座第五巻』（平成 5年）323 頁）。
（6）	 違法減少説を採るものとしては，平野龍一『刑法概説』（昭和 52 年）207 頁，堀内捷三「親
族相盗」『刑法の争点』（増補，昭和 59 年）222 頁，中森喜彦『刑法各論』（2版，平成 8年）
125 頁などがある。
（7）	 責任減少説を採るものとしては，曽根威彦『刑法各論』（3版補訂版，平成 15 年）129 頁，
西田典之『刑法各論』（3版，平成 17 年）148 頁，林幹人『刑法各論』（2版，平成 19 年）
203 頁などがある。なお，山中敬一『刑法各論Ⅰ』（初版，平成 16 年）273 頁は，可罰
的責任減少説を提唱している。
（8）	 日髙「親族相盗例の問題点」専修法学論集75号（平成11年）17頁以下。また。林美月子「親
族間の財産犯罪」『内田文昭先生古稀祝賀論文集』（平成１４年）343 頁も、親族相盗例
の法改正の必要を指摘している。
